
神戸市内の病院で、小児科の閉鎖や救急

受け入れ停止が続いていることを受け、神

戸支部は６月11日、小児科を標榜している

会員医療機関にＦＡＸで、小児科の病床数

や救急体制に関するアンケートを実施。148

件に送信し、7月9日までに61件の返信を得

た（回答率41・2％）。診療所・病院の別は

診療所48、病院５、回答なし８で、専門医資格

については、小児科専門医52・5％、総合医・家

庭医・プライマリーケア医18・0％（複数回答）、

非専門医27・9％、となった。

垂水区では７割が「病床足りな
い」

医院の小児科の患者数の10年間の変化につい

ては、「減った」50・8％、「変わらない」21・

3％、増えた19・7％と、過半数が減ったと回答。

ただし、病院に限って見ると、「増えた」が60・

0％と「減った」（40・0％）よりも多く、専門

医や病院への集中の可能性が示唆された。

神戸市によると、この10年間で小児科標榜医

療機関は約２割減少している。この原因をどう

考えるか複数回答で聞いたところ、７割近くが

「少子化」（68・9％）と回答。「診療報酬が低

い」（44・3％）、「長時間過重労働」（27・9

％）、「医師不足」（27・9％）と続いた。

「開業の地域で小児科の病床数は足りている

と思うか」に対して、診療所では「思わない」

が39・6％となり、４割近くが病床数は足りない

と感じている（図１）。回答には地域差があり、

垂水区で66・7％、灘区で55・6％が「思わない」

と病床数が足りていないと感じている診療所が

多い。両区とも近年、主要な病院の小児科病床

が閉鎖された地域であり、影響の大きさが伺え

る。

病床だけでなく、救急医療についても市内で

地域差が認められる。「神戸市内の小児救急医

療体制は充分だと思うか」については、「思う」

42・6％、「思わない」32・8％、「わからない」

23・0％となり、充分と感じている医療機関が４

割ある一方で、充分と思わない医療機関も３割
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あった（図２）。「充分だと思う」は須磨

区で100％、北区で80％の診療所が回答して

いる一方、「充分だと思わない」は兵庫区

の75・0％、東灘区の57・1％、垂水区の44・

4％が回答している。

半数が「入院先に困難感じた

ことある」
「入院適応の小児が発生した場合に困難

を感じたことがあったか」に対しては、診

療所では「あった」52・1％、「なかった」

45・８％と半数超が困難を感じたことがあっ

たと回答している（図３）。特に、垂水区

の診療所では78％が「あった」と回答しており、

入院を受け入れる病院が不足していることが推

察される。「あった」内容について尋ねたとこ

ろ（複数回答）、「入院先が自宅から遠かった」

60・7％、「入院先が見つからなかった」50・0

％、「付添者確保が困難だった」35・７％、そ

の他35・７％となった。

障害児では疾病罹患時に入院医療を求められ

ることが多く、患者・家族が日頃から気軽に受

診できる環境が整っていることが重要となる。

日常一般診療について、「普通に受け入れてい

る」は73・8％、「他院を紹介」14・8％、「積

極的に受け入れている」9・8％と、７割超が受

け入れていると回答した。

自由記述欄には、小児科の今後への不安や、

病院小児科の不採算の改善・二次救急の充実、

発達障害へ対応できる医療機関の増、病児保育

の充実、小児科診療報酬の増額など、現在の小

児科医療について改善を求める声が、多数寄せ

られた。

地域に密着した小児科病床整備

を
今回のアンケートでは、地域に密着した小児

科および小児科病床の不足、小児科の不採算の

改善を訴える声が多く寄せられた。入院適応の

小児が発生した場合に「入院先が見つからなかっ

た」ことがある院所が半数存在することは憂慮

すべき事態である。

核家族化の進行、非正規雇用・共働きの増大

などに伴い、子育て環境は大きく変化し、子の

通院時間の確保にも困難を持つ家庭も増加して

いる。地域に密着した診療所と、診療所と連携

の取りやすい中小病院での小児科・小児科病床

の整備が必要である。不採算と医師不足を理由

とする各地で続く小児科病床閉鎖の原因の根本

は、政府の医療費抑制政策に基づく医師数と診

療報酬の抑制であり、この転換が求められる。

神戸支部は、このアンケート結果を踏まえ、

小児科医療の改善を求め、行政への要請や新た

なアンケート調査実施などを検討している。
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８月４～９日に広島・長崎で開催される「原

水爆禁止世界大会」をめざし、核兵器のない世

界への転換を訴え、日本全国の市町村をアピー

ルして歩く「国民平和大行進」が、７月４日か

ら16日にかけて、兵庫県内を行進した。

7月10日に、中央区内を武村義人副支部長と

スタッフ、松岡泰夫評議員、桃原久枝先生が、

灘区内をろっこう医療生協職員が歩いた。

平和行進は、５月６日に東京にある第五福竜

丸展示館前を出発し、８月４日に広島に到着す

る予定。

８月に開催される原水爆禁止世界大会にも協

会役員が参加を予定している。
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社保協が神戸市各区で国保相談会を開催

保険料減免制度の活用などで市民の負担を軽

減しようと、神戸市内各区の社会保障推進協議

会（協会神戸支部が参加）は、国民健康保険の

保険料についての相談会を６月下旬に開催した。

国保が４月に都道府県化されてから初めての

国保相談会となり、市内13会場で52件の相談が

寄せられた。

神戸市は４年前から多人数世帯、寡婦(夫)世

帯、障害者世帯に対して独自の人的控除を行っ

てきたが、今年から「18才以下のこどもを除く

配偶者・扶養控除の廃止」を決定。「激変緩和

措置」は設けられたものの、この控除の廃止に

より、保険料が上がる世帯が出ることが見込ま

れている。

相談内容は、「同一世帯の娘が４月で会社を

退職したが、国保料の減免を受けられないか」

「同居の子どもが就労して所得が発生したため、

国保料が３倍になったがどうしたらよいか」な

どで、寄せられた相談52件中、12件は軽減の可

能性があることが分かった。

社保協では、市に独自控除の存続や減免制度

の拡充を求めるなど、引き続き国保改善運動に

取り組むことにしている。

２０１８年国民平和大行進

（上）炎天下、核廃絶の実現を訴えた、武村（右端）・

桃原（中央）両先生と生田診療所スタッフ（県庁前）

（下）石屋川公園を出発するろっこう医療生協の職員

減免の対象になるか相談する参加者


